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段である AL は、中央教育審議会の諮問でも推奨されている 3。  
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1. 先進校・モデル校での取り組み  
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図表 1-1 ツイッターを用いた講義デザインに対する質疑  
 











(2015)の統計に基づけば、被験者層 (20 代以下 )の SNS 利用において、ツイッター (52.8%)は
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図表 1-2 SNS の年代別利用率 (単位 :%) 
 
出所 :総務省［2015］p.209。  
 
主要 SNS において多くの被験者が利用しているのは LINE(62.8%)、ツイッター (52.8%)、
Facebook(49.3%)の順であり、これらに利用時の実名率を併せると以下のように示すことが
できる (図表 1-3)。  
 
図表 1-3 高い利用率を誇る SNS の年代別利用率と実名利用率 (単位 :%) 
 
出所 :総務省、同上書。  
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1-2 コミュニケーションツールの可能性  
 
ヒアリングに基づく質疑を整理すれば、消極的な回答も存在する。しかし本稿では、それ
らを以下のような発展と可能性を秘めていると捉えた (図表 1-4)。  
 
図表 1-4 ツイッターを用いた講義デザインの可能性  
 
出所 :モデル校へのヒアリングを基に作成。  
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実際に、筆者の担当する日本経済論 (平成 26 年度・1 年次後期開講・履修者 94 名 )では、
各回でウェブシラバスの講義アンケートを任意で回答させた。自由記述欄に疑問、感想等を
記入した受講生に対しては教員から電子メールで個別に返答を試みた。以下、一部の受講生
を除き 2 週間以上連続した記入を達成した受講生は 30%程度存在した。この行動に示される
ように再回答率は決して高くはないが、些細なことでも質問、感想等に対して返答すること
で受講生は意欲的に取り組む姿勢が示された (図表 1-5)。  
 
図表 1-5 講義アンケートの自由記述欄への回答の推移 (平成 26 年度・後期 )(両クラス合計 ) 
 
*青 :自由記述欄記入有、白 :アンケート未記入・欠席。  
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価に影響しない旨は事前に伝達済みである。  
対象の講義は筆者が担当する経済学の基礎 (平成 27 年度・1 年次前期開講・履修者 124 名 )
である。以下、開講時間別に集計した結果を提示する (図表 1-6) (図表 1-7)。  
 
図表 1-6 講義アンケートの自由記述欄への回答の推移 (平成 27 年度・前期 )(αクラス ) 
 
*青 :自由記述欄記入有、赤 :自由記述欄記入無、白 :アンケート未記入・欠席。  
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図表 1-7 講義アンケートの自由記述欄への回答の推移 (平成 27 年度・前期 )(βクラス ) 
 
*青 :自由記述欄記入有、赤 :自由記述欄記入無、白 :アンケート未記入・欠席。  
出所 :筆者作成。  
 














































































 その結果は以下の通りであり、履修者のうち 86名 (69.3%)から返答を得ることができた (図
表 1-8)。  
 
図表 1-8 自由記述欄に設置した質問項目への返答 (平成 27 年度・前期 )(単位 :%) 
 
出所 :筆者作成。  
 
 集計結果より質問 1、および質問 2 に対しては、90%前後がその効果の実感を返答した。






2. 情報の開示と共有  
 
2-1 長期プログラムの成果と課題  
 
前述 1-3 と同様の実験を、筆者が担当する日本経済論 (平成 27 年度・1 年次後期開講・履
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図表 2-1 講義アンケートの自由記述欄への回答の推移 (平成 27 年度・後期 )(αクラス ) 
 
*青 :自由記述欄記入有、赤 :自由記述欄記入無、白 :アンケート未記入・欠席。  
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図表 2-2 講義アンケートの自由記述欄への回答の推移 (平成 27 年度・後期 )(βクラス ) 
 
*青 :自由記述欄記入有、赤 :自由記述欄記入無、白 :アンケート未記入・欠席。  





を自由記述欄に求めた。その結果は以下の通りであり、履修者のうち 64 名 (55.1%)から返答
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図表 2-3 自由記述欄に設置した質問項目への返答 (平成 27 年度・後期 )(単位 :%) 
 
出所 :筆者作成。  
 
 上記図表 2-3 より質問 1 は前期・88.4%、後期・71.9%、質問 2 は前期・96.5%、後期・








2-2 即時性を求めた実験  
 
前述 1-1 に示したモデル校の取り組みを参考に、本務校で行なった実験環境は以下の通り
である (図表 2-4)。  
 
1. 富山短期大学・プレゼンテーションスタジオ (A131 教室 )。  
2. 46 インチワイド液晶 (16:9)を 12 台 (4*3)接続し、幅約 4 メートル・高さ約 1.7 メートル
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図表 2-4 プレゼンテーションスタジオイメージ図  
 





3. 受講生に作成させた講義用アカウントについて、匿名・実名は任意とした 10。  
4. シラバスに付与された科目コードを基に講義用ハッシュタグを作成、利用した。  
5. 講義に関する意見は指定の講義用ハッシュタグを付与して投稿するように周知した。  
 
 当該講義では、資料映像 (50 分間 )を視聴しながらこれまで学習してきた知識や、各自が知
り得る情報、意見等をノートパソコンやスマートフォン等を用いて投稿するように指示した。
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図表 2-5 ハッシュタグを利用した講義内容に対する投稿の一部  
 















日本経済論 (平成 27 年度・1 年次後期開講 )において、S 判定 (100～90 点 :23 名 )の受講生
が回答したアンケート平均は 11.1 回、以下 A 判定 (89～80 点 :19 名 )は 9.3 回、B 判定 (79～
70 点 :14 名 )は 10.6 回、C 判定 (69～60 点 :51 名 )は 7.7 回であり、単位認定されない F 判定
(59 点以下 :9 名 )は 5.7 回であった (図表 2-6)。  
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図表 2-6 成績評価とアンケート回答平均 (単位 :人、回 ) 
 













































講態度の向上にむけた研究」 (平成 27 年度 )の研究成果の一部である。研究を発展させる上
で共愛学園前橋国際大学副学長・大森昭生教授、同大学国際社会学部・小柏伸夫准教授に施
設見学を含め、ヒアリングの場を設けていただいた。また、滋賀大学経済学部・庄司一也特
任講師 (現・徳山大学福祉情報学部 )には AL に関する応用的実践を紹介いただき、被験者実
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2 企業の採用選考で永年、最重要視されているコミュニケーション能力 (82.8%)は次点の主
体性 (61.1%)より高い。日本経済団体連合会「新卒採用 (2014 年 4 月入社対象 )に関するアン
ケート調査結果」 (https://www.keidanren.or.jp/policy/2014/080_kekka.pdf)p.4。  
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否かである。進研アドの調査によれば大学難易度 (偏差値 )別における専門科目への不安は難
易度 65 以上が 65.4%、同・45 未満が 67.1%と僅差に対し、友人関係への不安は 54.3%、63.3%
と 10%以上の差が生じ、教職員関係への不安は 40.7%、60.8%と 20%の差が生じている。  
大学入学直後の不安 (大学難易度別 )(単位 :%) 
 
*灰 :全体で最も低い、黒 :全体で最も高い。  
出所 :進研アド［2011］。  




65以上 65.4 54.3 40.7
60以上65未満 59.1 56.8 46.6
55以上60未満 64.4 60.0 55.6
50以上55未満 59.7 62.9 49.2
45以上50未満 65.5 58.3 52.4
45未満 67.1 63.3 60.8
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9 問 1 が高い (低い )と問 3 は低い (高い )傾向がある。また問 1 より、自身は他受講生の影響
を受けたと思っている (前期 :88.4%|後期 :71.9%)。さらに問 3 より、自身は周囲からは一他
受講生である。対象者になった場合、さほど効果的なコメントを残しているとは思っていな
い (前期 :40.7%|後期 :51.6%)。  
10 電通総研の調査によれば高校・大学生の約 60%が複数のツイッターアカウントを保有し
ており、その平均は 2.8 個であった。複数のアカウントを保有する煩わしさは低いと考え、
講義用アカウントの作成を指示した。電通総研「若者まるわかり調査 2015」  
(http://www.dentsu.co.jp/news/release/pdf-cms/2015038-0420.pdf)p.5。  









教育の現状と課題」 (『長崎国際大学論叢』第 8 巻、2008 年 )pp.167-177。  
2. 今井福司・岡部晋典「Twitter を用いた大学間授業実践」 (『情報の科学と技術』第 61
巻第 9 号、2011 年 )pp.368-373。  
3. 大橋昭一「ホーソン実験の真相―リレーアセンブリテストの実際―」(『関西大学商学論
集』第 51 巻第 1・2・3 号合併号、2006 年 )pp.57-70。  
4. 大橋昭一・竹林浩志『ホーソン実験の研究―人間尊重的経営の源流を探る―』同文舘出





- 141 - 
 
                                                                                                                                                              
た大学生の学び」 (『共愛学園前橋国際大学論集』第 11 号、2011 年 )pp.53-64。  
6. 柴田怜・水谷覚「初年次教育におけるアクティブ・ラーニングへの一提言―SNS の活用
を中心として―」 (『富山短期大学紀要』第 49 巻、2014 年 )pp.71-85。  
7. 柴田怜「放送と通信の連携における既存メディアの活用法」 (『富山短期大学紀要』第
50 巻、2015 年 )pp.49-59。  
8. 進研アド「学生生活への不安、不満と中退に関する現状」(『Between』2011 年 12 月 -2012
年 1 月号、2011 年 )pp.4-6。  
9. 総務省『情報通信白書 (各年版 )』ぎょうせい。  
10. 中室牧子『「学力」の経済学』ディスカヴァー・トゥエンティワン、2015 年。  
11. 濱名篤「初年次教育の必要性と可能性」 (独立行政法人日本学生支援機構『大学と学生』
第 54 号通巻 528 号、2008 年 )pp.6-15。  
12. 山田礼子「初年次教育の歴史と理論」(独立行政法人日本学生支援機構『大学と学生』第
54 号通巻 528 号、2008 年 )pp.16-23。  
13. 和栗百恵「ふりかえりと学習―大学教育におけるふりかえり支援のために―」(『国立教
育政策研究所』第 139 集、2010 年 )pp.85-100。  
 
インターネット資料 : 
1. 首相官邸「教育再生実行会議」  
(http://www.kantei.go.jp/jp/headline/kyouikusaisei2013.html#kyo7) 
2. 総務省情報通信国際戦略局「社会課題解決のための新たな ICT サービス・技術への人々
の意識に関する調査研究」  
(http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/h27_06_houkoku.pdf) 
3. 電通総研「若者まるわかり調査 2015」  
(http://www.dentsu.co.jp/news/release/pdf-cms/2015038-0420.pdf) 
4. 日本経済団体連合会「新卒採用 (2014 年 4 月入社対象 )に関するアンケート調査結果」
(https://www.keidanren.or.jp/policy/2014/080_kekka.pdf) 
5. 文部科学省・中央教育審議会「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方につい
て (諮問 )」  
(http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1353440.htm) 
6. 文部科学省・中央教育審議会大学分科会「学士課程教育の構築に向けて」  
(http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2013/
05/13/1212958_001.pdf) 
(平成 28 年 9 月 30 日にアクセス ) 
